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国土地理院
防災業務計画

災害対策基本法

防災基本計画

測量法

基本測量に関す
る長期計画

国土地理院の防災施策体系

国土地理院は、指定行政機関
の一つとして位置づけられる。

国土地理院

業務継続計画
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防災業務計画

国土地理院
災害対策要領

る長期計画

防災に関わる取組
(地震、火山噴火、風水害、土砂災害、高潮 etc.) 

業務継続計画
(BCP)



災害対策の基本
•国土地理院は災害対策基本法の指定行政機関として、災
害対策の基本を以下のように位置づけている

•地殻変動をはじめとする自然現象に関する情報
及び

•地形、土地条件等の地理情報を
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•
•適時・的確に収集し、関係機関及び国民に提
供する

-このことにより災害による被害の拡大の防止・軽減及

び災害復旧等を目的として、関係機関が行う防災対策
及び国民の防災活動を支援する



発災(3/11)

体制

地殻変動・
基準点

災害対策本部
設置(0h)

第一回本部会議(0.5h)、以後一ヶ月間連日開催

関係機関への職員派遣(0.5h-)

GPS地殻変
動解析(3h)

(2 -)
断層・滑り分布モ
デル(2日-)

干渉SAR地殻変動(1週間-)
再測量・成果改定(-234日)

1日(3/12) 1週間(3/18) 1ヶ月(4/11) 3ヶ月(6/11)

地盤の沈降調査

国土地理院の取り組み

被災地域の職員派遣・対応(6-65日)

9ヶ月(12/11)

地理空間情報の提供(2日-)
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基準点

空中写真撮影(1日-)

データ加工・提供(モザイク・正射
写真・新旧・斜め写真等)(2日-)

判読・提供(津波浸水範囲。地盤沈
降状況等)(3日-)

災害対策用図・広域
災害対策図等(1h～)

空中写真

被災状況

ベース
マップ等

災害概況図

電子国土Web等を用いた情報提供(2日-)

レーザ測量標高

復興用基本図

余効変動の観測



初動の対応
東北地方太平洋沖地震発生(2011年3月11日14：46)

• 国土地理院災害対策本部の設置
• 本部長：国土地理院長

• 第一回災害対策本部会議の実施(15:30)
• リエゾン派遣(内閣官房(首相官邸)・国土交通省本省)
• 政府調査団への参加
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• 政府調査団への参加
• ベースマップ(地形図)の主要政府機関への提供
• 災害概況図の編集
• 地殻変動検知のためのGPS観測データ解析
• 空中写真撮影計画と契約手続き

これら初動の対応は、災害対策本部の指示も得つつ、災
害対策要領に基づき実施



発災直後の状況
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GNSS連続観測ネットワーク(GEONET)

GNSS連続観測点

1,240観測点
の分布GNSS 

アンテナ

•位置の基準と地殻変動検知のため連続観測中
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GNSS 
受信機

5m

GNSS: Global Navigation Satellite System



電子基準点で観測された地殻変動
水平変動
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8

牡鹿: 
530cm

東京: 
20cm



電子基準点で観測された地殻変動
上下変動
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9

牡鹿: 
120cm



観測された地殻変動
GPS観測による上下変動干渉SARによる把握
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モデルに見られる特徴
• 主な滑り領域(4m以上)は南北約

450km
• 最大の滑り量は震源付近で24m

以上

• モデルから計算される地震の規模
(モーメントマグニチュード)は9.0

すべり分布モデル(電子基準点データに基づく)

約450km

Geospatial Information Authority of Japan

最大24m



•３月12日から４月５日にかけて、空中写真の緊急
撮影等を実施。
•青森県北部から茨城県南部まで(福島第一原発
周辺は除く)の空中写真を整備。
•被災地域を上空から俯瞰した斜め写真も撮影。

空中写真の緊急撮影
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空中写真
撮影区域



画像情報
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浸水範囲概況図等の作成

航空写真(原発周辺は衛星画像)を
判読して津波による総計561平方キ
ロの浸水区域を公表

土地利用細分メッシュデータとを
組み合わせ、浸水範囲の土地利
用面積を集計
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デジタル標高モデル(DEM)
地震後に計測した航空レーザデータ(三次元データ)により、5mメッ
シュDEM及びデジタル標高地形図を作成。
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石巻市
及び
女川町



ベースマップ

Geospatial Information Authority of Japan



復旧の進捗を表す地図
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警戒・避難区域図
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野外測量調査の様子
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Taken by GSI, March-April 2011



地理空間情報の提供方法

(1) 現地(仙台を拠点)での提供

*東北地方測量部及び国土地理院緊急災害
対策派遣隊(TEC-FORCE)が、復旧活動を行
う機関に地理空間情報を提供

(2) 地理情報支援班(つくば)
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(2) 地理情報支援班(つくば)
*ニーズ・問い合わせに基づく提供

*1,509 件(-2012年1月18日) (1) + (2)
(3) インターネットによる情報提供

*http://www.gsi.go.jp



地理空間情報の活用

– 津波浸水範囲図、高解
像度空中写真を利用

– 罹災証明の判定に活
用。証明書交付の効率

宮城県気仙沼市
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用。証明書交付の効率
化に寄与

– 津波等による被災地の
建築制限地区の設定
検討に活用

写真: 気仙沼市提供



– 海岸マツ林の被害状況把握
・ 現地調査前に写真で事前確認

– 被災地域の空中写真を利用
• 撮影パラメータも入手し活用

東北支所

ステレオ立体・計測装置

地理空間情報の活用
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• 撮影パラメータも入手し活用

• 空中写真をステレオ立体視・計測

• 樹高、地盤高、林帯幅等の計測

– 写真の迅速な提供を高く評価
• 現地計測の代替に利用すべき

• 地上解像度25cmが必要

岩手件普代村普代浜.

岩手県田野畑村明戸



地理空間情報の活用

– 文化財部伝統文化課
文化財保護調整室の
作成
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– 津波浸水域と文化財
を重ね合わせ

– 被災地域の関係自治
体に情報提供



•放射線量の分布につ
いて、基盤地図情報
(電子国土基本図)と
重ね合わせてウェブ

地理空間情報の活用
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重ね合わせてウェブ
マップ(電子国土web
システム)により提供

•2011年10月から公
開

http://ramap.jaea.go.jp



地理空間情報の活用
地理空間情報の提供概要

提供情報
ベースマップ、画像(空中写真、モザイク、正射写真、新旧写真等)、津波浸
水範囲・土地利用、等

利用目的 被害把握、情報共有、現地活動支援、復旧、空間分析

地方自治体：管内の被害状況把握、罹災証明

国土交通省各局：所管インフラ施設の被害状況の把握

総務省：固定資産税評価のための浸水範囲把握、火災領域の同定、国勢調査区

の浸水状況把握
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利用例

の浸水状況把握

農水省：農地の浸水状況把握、水産関連施設の被害状況把握、国有林の被害状

況把握

防衛省：避難所への物資輸送、捜索活動、排水用ポンプ車配置計画

文部科学省：文化財被害状況把握

経済産業省：津波被災地域に立地する事業所、従業員把握、経済的影響の把握

厚生労働省：水道水中の放射線量の調査結果を地図上に図示

環境省：廃棄物処理施設など立地の検討

内閣府：被災者生活再建支援法に基づく支援金の迅速な支給のための検討



•現地災害対策本部等への職員の派遣
•ニーズの特定とデータ提供の効率化

•地理情報支援班の設置(窓口一本化)
•被災地での地理空間情報の提供における関係
機関との協働
•国土地理院本館の免震構造化

評価点
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•国土地理院本館の免震構造化
•2008～2010年に回収工事
•東北地方太平洋沖地震においても被害生じず

http://www.takenaka.co.jp/news/pr0910/m0910_02.html



課題点

•停電時のUPS電源と非常用発電機の燃料
の備蓄不足
•応急対策実施機関(直接提供)と一般(イン
ターネット)に重きをおいた情報提供
•人員配置・勤務負担
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•人員配置・勤務負担

国土地理院防災業務計画・災害対策要領・
業務継続計画(BCP)の改定(現在作業中)



復興にむけた取組
測量成果の改定

電子基準点(5月末)
三角点・水準点(10月

末)「測地成果2011」

災害復興計画基図
空中写真、災害復興

計画基図(1:2,500)
2012 1

測量の位置
の基準

地殻変動の
把握

国・自治体
による復旧・
復興計画の作
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2012年1月より関係
行政機関に順次提供

高精度標高データ
標高データ、デジタル

標高地形図
8月より関係行政機関

に順次提供

復興計画の作
成に利用

地盤沈下、浸
水湛水や土砂
災害対策の計
画立案へ活用



災害復興計画基図の提供開始

4県39市町村(約5,320平方キロ)
青森県八戸市から福島県いわき市まで

縮尺1/2,500 (一部1/5,000)
仮設住宅、がれき集積地も記載
復興計画に活用

まちづくり、津波・高潮、移転先適地選定

関係自治体に順次提供(1月13日-)
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関係自治体に順次提供(1月13日-)
一般利用者向け刊行(2月中旬)

高密度標高
データを利用
した立体表示
(名取市南部)



問い合わせ先
(1) 国土地理院 北海道地方測量部

*電話：011-709-2311
*Email: hp-hokkai@gsi.go.jp
(2) 国土地理院 企画部 防災推進室

*電話：029-864-1111
*Email: bousai@gsi.go.jp
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*Email: bousai@gsi.go.jp
(3) 大きな災害時(国土地理院災害対策本部が設置さ

れる場合)では、 地理情報支援班が設置されます。

*電話： 029-864-1111
*Email: shienhan@gsi.go.jp
*HP: www.gsi.go.jp



まとめ
• 国土地理院は東日本大震災対応のため地理

空間情報を精力的に収集・整備。

• 収集情報は現地窓口(TEC-FORCE等)、地理
情報支援班、ホームページにより提供。

• 提供情報は政府内外の広範囲において活用。

•

Geospatial Information Authority of Japan

• 復興に必要な地理空間情報も整備・提供中

• 国土地理院は今後の災害対応においても

• 必要としている人に

• 必要とされる情報を

• 必要なタイミングで、引き続き提供していく。


